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1月1日資本金 57 単価　60　　　0 1 3420
37 50　　　　0 1 1850
2 衣料 3 40　　　　0 1 120
8 アレキサンダー 30 53　　　　10 1 1605
7 44　　　　0 1 308
31 損益 478
87 47 7790








1月7日現金 2 単価　75　　　0 1 150
11 諸口 15 70　　　　0 2 1050
28 諸口 2 80　　　　0 2 160
残高 68 60　　　　0 4080
47 50　　　　0 2350
87 47 7790
31 商品勘定に振替えた残高 156430
（右側）
　期末棚卸量に適用されている単価は，前期
からの繰越単価である。敢えて名付ければ
「基準単価法」とでも稻すべき方向をめざし
ており，さらに一歩を進めて併せて「基準数
量」を考慮するようになれば，まさしく「基
準棚卸法」（「恒常在高法」：Base　Stock
Method）となる。
補講わが国の株式会社損益計算書の変則
　　　　的な制度的様式：その由来と課題
　わが国の株式会社損益計算書は，昭和30年
代の前半まで「企業会計原則」並びに「財務
諸表等規則」の圧倒的な影響下に，商法規定
によるものの外は，所謂「当期業績主義損益
計算書」として作成・報告されていた。周知
のように，米国では，一時的に，所謂「当期
業績主義」（current　performance　basis）と所
謂「包括主義」（alレinclusive　basis）との論争
があり，両者はやがて所謂「修正包括主義」
（modified　all－inclusive　basis）に収敏して
いったという経緯がある。わが国の場合で
は，昭和38年3月30日・法務省令第31号によ
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る「計算書類規則」の制定により，さらに
は，この規則と全面的に調和を図るという意
図で「企業会計原則」並びに「財務諸表等規
則」が改正されたことによって，株式会社損
益計算書の制度的様式は，「損益計算領域」
と「利益金処分財源調整計算領域」とが当初
は「混合」し，後に改訂されて「結合」した
ものとなった。
　上記の経緯に鑑みて，問題の焦点を示せぽ
次のとおりである。
①　　「損益計算書」に「当期業績主義損益
　計算書」と「包括主義損益計算書」との
　二つがあるなぞという考え方は，その発
　想法それ自体がどうかしている。元来，
　損益計算書それ自体が幾つもあってよか
　ろう筈がない。もしあるとすれば，その
　何れかが「完全で正則的なもの」，他は
　「不完全で変則的なもの」といわざるを
　得ない。
②「利益金処分財源調整計算」：例え
　ば，前期からの繰越利益金を「加算」す
　るとか，中間配当並びにそれに伴う利益
　準備金の積立を「減算」するとか，ある
「簿記」とは何だったのか（久野）
　いは利益性積立金取崩額を「加算」する
　といった利益金処分財源の調整加減計算
　は，元来，損益計算ではない。したがっ
　て，これらの調整計算を「損益計算書」
　の末尾に追加報告する結合様式の場合
　は，到底「正則的なもの」とはいえない。
　まして，混合様式の場合は，これは論外
　である。「損益計算」と「資本計算」とが
　「混合」してよかろう筈がない。
③　　「利益金処分財源調整計算」は，「損益
　計算」ではなく「資本計算」である。財
　務諸表の体系に即していえぽ，「損益計
　算書」系統のものではなくて「貸借対照
　表」系統のものである。
　そこで，まず問題になるのは，米国で問題
となった前記の所謂「修正包括主義1である。
これは，周知のように，それまで「当期業績
外項目」として考えられてきた「臨時損益項
目」（例えば，固定資産売却損益）と「過年度損
益調整項目（前期損益修正項目）」のうちで，
前者を損益計算に取り入れ，後者を損益計算
を経由することなく直接的に資本計算に組み
込もうとするのである。確かに，臨時で異常
な損益項目といっても，多少とも長期的展望
に立てば，必ずしも「臨時・異常損益」では
ないし，「売上総利益（粗利益）」・「営業利
益」・「経常利益」・「当期利益」といった
「利益情報」を開示する目的からは，「修正包
括主義区分損益計算書」を作成すれば済むこ
とである。
　結論を急げばこうなる。「損益計算書」と
しての正則的な様式を回復するためには，そ
の報告領域を，「経常損益」を報告し，それに
「特別損益」を加減して「当期利益（金）」を
報告するところまでに限定すべきである。こ
こまでが本来の「損益計算領域」である。
　「利益金処分財源調整計算」の取り扱い
は，次の様にすべきである。
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①最も理想的には，「貸借対照表」・「損
　益計算書（正則的なもの）」の他に，「当期
　未処分利益（金）計算書」を新設する。そ
　の報告様式と報告内容の詳細は，別著
　『わが国財務諸表制度生成史の研究』
　（学習院大学研究叢書　15）を参照。
②この調整計算の内容を，貸借対照表の
　「資本の部」の「摘要欄」に内書（挿記）
　する。
③この調整計算の内容を，「利益金処分
　議案」の「冒頭」に開示・報告する。
①この場合では，「貸借対照表」の末尾
　を「当期未処分利益（金）」とし，「当期
　利益（金）」をカッコで内書する。つまり
　「当期未処分利益（内J当期利益）」とす
　る。「損益計算書」の末尾は「当期利益
　（金）」であり，「当期未処分利益（金）計
　算書」の末尾は「当期未処分利益（金）」
　である。
②この場合では，「損益計算書」の末尾
　は，当然に「当期利益（金）」となるが，
　「貸借対照表」では，「当期利益（金）」
　から始まる調整計算項目の加減計算を，
　摘要欄に「内書」して「当期未処分利益
　（金）」を計算し，本金額欄に「当期未処
　分利益（金）」の金額を報告することに
　なる。
③この場合では，戦前の実例では中間配
　当制がなかったことでもあり，「貸借対
　照表1の資本の部の末尾に「前期繰越利
　益（金）」と「当期利益（金）」とを並記
　するケースが支配的であった。「損益計
　算書」の末尾は，当然のことながら「当
　期利益（金）」であった。
　「計算書類規則」以来のわが国「損益計算
書」の変則的な制度的様式には，実はその
「祖型」（prototype）があった。現行の「銀行
法」の制定とともに実施された昭和2年大蔵
省令31号による「銀行損益計算書雛形」であ
る。その法定損益計算書の末尾には，「前期
繰越利益」と「何積立金戻入」とが追加・計
上されており，同計算書の末尾は，「当期利
益金（内　当期純益金）」となっている。この
場合で，「当期利益金」とあるものは「当期未
処分利益（金）」であり，「当期純益金」とあ
るものが「当期利益（金）」である。
　さらに，かかる損益計算書の変則化は，大
正5年の「銀行条例1最後の改正に遡ること
が出来る。同年の省令10号による「銀行損益
計算書雛形」は，「利益ノ部」の末尾に「前期
繰越利益」を計上して「当期純益金」（当期未
処分利益）を計算・報告している。斯くの如
く，資本計算項目である「前期繰越利益金」
を「損益計算書」の「利益ノ部」に計上する
という変則が生まれたのは，どういう経緯か
らなのか。制度史的にはこれが大問題である。
　問題の端緒は，わが国最初の株式会社の第
一回決算にまで遡る。すなわち，明治6年12
月に第一回決算を行なった第一国立銀行の
「半季利益金割合報告」である。この報告書
は，英国人のいうProfit　and　Loss　Account，
Detailed　Formであり，その内容は，「損益計
算」・「利益金処分財源調整計算」・「利益
金処分（提示）計算」の悉くを網羅した「提示
型完全結合計算書」であった。もっとも，第
一回であるから「前期繰越利益（金）」はな
い。この体系は，その後永く継承されて大正
5年の「銀行条例t最後の改正前に及ぶので
ある。
　他方，国立銀行以外の先駆的諸株式会社
（王子製紙，小野田セメント，日本郵船，内国通運
等）の場合では，同様に英国の支配的影響力
をうけながらも，国立銀行とは異なる財務諸
表の体系を受け入れてし、る。筆者（久野）の
いう国立銀行の場合の「提示型」（proposed
type）と，先駆的諸株式会社の場合の「宣言
型」（declaired　type）とである。提示型の財
務諸表体系は，「利益金処分前貸借対照表」
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と「提示型完全結合計算書」とから成り，ま
た宣言型の財務諸表体系は，「利益金処分後
貸借対照表」と「宣言型完全結合計算書」と
から成る。このような際立った対照となって
いた。
　明治26年7月の「原始商法」の一部実施に
よって，宣言型の財務諸表体系を維持するこ
とは商法違反となる。利益金処分の権限が株
主総会の専管事項となったからである。国立
銀行及びその後身である普通銀行の場合は，
もともと提示型の財務諸表体系であり，貸借
対照表の資本の部の末尾は「当期未処分利益
（金）」であったから，商法違反の恐れはな
い。この体系が大正5年の「銀行条例」の最
後の改正の直前まで継承された所以である。
　先駆的諸株式会社の場合では，例外なく
「宣言型完全結合計算書」を次のように分岐
させている。すなわち，「利益金処分財源調
整計算」と「利益金処分計算」の領域を取り
除いて「損益計算書」を作成し，「利益金処分
財源調整計算」の領域を「利益金処分議案」
の冒頭に移したのである。かくして生まれた
「損益計算書」は，本来の正則的な「損益計
算書」であった。
　かくてこの時期以前までは，わが国の株式
会社（国立銀行を含む）の財務諸表体系には，
本来の正則的な「損益計算書」はどこにも存
在しなかったのである。
　他方，大正5年の「改正・銀行損益計算書
雛形」では，従前の「損益計算書（損益表）」
という名称の「提示型完全結合計算書」か
ら，「利益金処分計算」の領域を切り離して
新設の「準備金及利益ノ配当二関スル書面」
に移した。その際，「前期繰越利益」という資
本計算項目を「損益計算書」の「利益ノ部」
に残すという誤りを犯したのである。
　詳細は，別著rわが国財務諸表制度生成史
の研究』　（学習院大学研究叢書　15）を参照さ
れたい。
